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1．緒 目

　エネルギーや資源の問題が広く注目を浴び始めたのは，世界的にはローマ

クラブのレポート『成長の限界』が出版された1972年以降であろう。そし

て日本では，70年代の2度にわたる石油危機により，石油1面格の高騰とそ

れによるパニックを経験し，私たちはエネルギーがいかに経済社会の基礎で

あるかを深く認識させられたのであった。しかし80年代後’1三になると，行

油価格が下落し安定化したためエネルギーの供給制約に対する認識は薄れが

ちとなっていた。それが90年代に人り，地球温暖化問題の顕在化とともに，

再びエネルギー問題がクローズアップされてきた。

　地球温暖化とは，二酸化炭素（C（〕：）など温室効果ガスの大気中の濃度が

ヒ昇することにより，地球11にさまざまな影響が生じることをいう．たとえ

ば，この100年の地球の平均気温の．］：昇（約0．6度）は，石油，石炭などの化

石エネルギーの消費により発生する珊菱化炭素などの濃度ヒ昇によると考

えられている、最近では，温暖化の影響としてさらに，海洋の熱塩循環の停

止〔12〕や西部南極氷床の崩壊など，もし発生すると超長期傲百年以」1）にわ

たって回復しない破局的な事象も予想されてきている。

　このような破局を避けるため，1997年の地球温暖化防止京都会議（気fl竣

動枠組み条約第3回締糸勺国会議copr，）によって，京都議定書が採択され，先進

国を中心にしたCOこ削減日標が決められたt米国の離脱により発効が危ぶ

まれていたこの議定書も，ロシアの批准により，2005年2月に発効の見通

しとなった。この京都議定書での国際的な公約として，日本は，2008～

2012年の平均CO2排出量を90年に比べて6％削減しなければならない。

しかし現在の口本の排出量はすでに1割弱増加しており，この8年くらいで

15％もの削減が必要になっている。
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　　　　　　　　　日本のエネルギー需給モデル構築とシミュレーション（楊／猪γ）

　本論文ではマクロ経済・エネルギー需給統合モデルを用いて，計量モデル

分析ソフトとしてエコノメイト（Ec・n・mate）を使って，日本における将来の

エネルギー需給，一次エネルギー消費量とCOユの排出量をシミュレーショ

ンで予測する。ここで，産業部門最終需要のモデルを新たに構築し，先行研

究〔5）〔6〕よりさらに高精度化した．

　なお，先に2010年までのシミュレーションについて報告〔5：したが，今

回は2020年までの予測を口標として基準ケース（BAU：トレンド延長型）のシ

ミュレーションを実施して，その結果を分析する、

2．モデノレの全体構成

　モデルは大きく2つの計量モデルからなっている．すなわち，マクロ経済

モデルおよびエネルギー需給モデルである。マクn経済モデルでは，世界貿

易，原油価格，為替レートなどの海外指標と，政府の支出，投資などの政策

要因，および人口要因を外生変数として，GDP，消費，各種デフレータや

物価指数，鉱1：業生産指数，鉄やエチレンなどの各産業の生産量を計算す

る。つづいて，エネルギー需給モデルでは，経済モデルで計算されたこれら

の経済指標，生産量，価格指標等から，部門別あるいはエネルギー源別の最

終エネルギー消費量を計算し，次にエネルギー転換部門で使用される消費量

を求め，これを先に求めた最終エネルギー消費と合計して，石油や石炭など

の一次エネルギーの国内供給計を求める．そして最後に，各エネルギー源別

にCOこ排出係数をかけて，　CO2排出量を計算する，図2，1に，以上の一連

の流れをフローチャートで示す。

つ
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／　海外要因（貿易．原油価格）　　＼、

1　　　　財政・金融政策
、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

＼、　　　　人口要因　　　　／

　　　　　　　↓

マ　ク　ロ　経済モ　デル

経済指標の予測結果

エネルギー需給モデル

＜｝一一一一．一一一　∠外生変数）

ぐ一一一一一一一 内生変数

エネルギー需給の予測結果

CO2の排出量

図2．　1　マクロ経済・エネルギー需給統合モデルの全体構成

3．マクロ経済モデル

　マクロ経済モデルは，実質支出とデフレータからの11本のモデルからな

る。実質民間企業設備投資IPのモデルには1989～91年にかけてのバブル崩

壊を考慮したダミー変ik　D　trAf8991を今回導入することにより，実質国内

総生産GDPの精度は先行研究〔5〕よりもさらに向ヒした。
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実質支出では，

　目本のエネルギー需給モデル構築とシミュレーション（陽乃者’杓

下の式で推計を行う。

実質民間消費

実質民間企業設備投資

実質民間資本ストック

実質財貨・サービスの輸出

実質財貨・サービスの輸入

実質国内総生産

CP＝∫（GDP，α）（1））　　　　　　　　　　（3．1）

IP＝∫（（］1）1⊃，∫（P（1）一ト、KP（2），五）［ワ1∫8991）　（3．2）

KP＝∫（KP（1））　　　　　　　　　　　　（3．3）

EX（7＝∫（TiザユムP王7X／（P．EII’＊EX］？））　　　　（3．4）

AfC∀＝∫（G！DP，　P」し∫C／i’tアエaVC（1））　　　　（3．5）

G1フ／：）＝（’1⊃ヨー∫1⊃十GG2十EX（］一ハ∫0　　　　（3．6）

　なお上式のCP（1），　KP（1）は，それぞれ前年の消費CPや前年の資本ス

トックKf）を表し，本来CP（－1），　K．P（－1）であるが，以ドでは簡単のた

めに，すべてマイナスをとって表している。またT　WM，　PE　IV，　EXRな

どの記号の意味は，後掲8．1の変数一一覧表に示す。

　各デフレータは，次式で表す。

国内総生産デフレータ　　　Pl）G＝f（1・ザP万PO（1））

輸出等デフレータ　　　　　PEX＝∫（1ザPI，　E￥R）

輸入等デブv一タ　　　　　　MC＝．f　〈PE　

SV，　EXR，　POIL　．3　〈V）

民間最終消費支出デフレータ

PC＝∫（WP∫，　PC’（！））

総合卸売物価指数デフレータ

WPI＝ぎ〔GDPj　

L，　PMC）

（3．7）

（3．8）

（3．9）

（3．10）

（3．11）

4．エネルギー需給モデル

　エネルギーは国民生活，経済活動にとって重要な基礎物質であり，経済成

長とエネルギー需要は密接に結びついている。

　エネルギー需給モデルは，マクロ経済モデルで求めた促）Pなどの各種経

済指標を前提としてエネルギー需給バランスを決定するものである。本モデ

　　　　　　　　　　　　　　　　　ー　5　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　63



ルは図4．1（後掲）のエネルギーフローチャートの逆の流れで作成し，データ

は日本資源エネルギー庁と（財）日本エネルギー経済研究所計量分析部が推計

した「総合エネルギー統計」のエネルギーバランス表のデータを使用した。

　エネルギー需給モデルは，生産指数・生産量モデル，エネノレギー価格モデ

ル，最終エネルギー消費モデル，エネルギー転換モデル，　一次エネノレギー国

内供給モデルから構成されている。CO2の排出量を0測するためのCO2排

出量モデルもここで構築した。

4．1　エネルギーフローチャート

　一次エネルギー総供給は国内生産と輸入から構成されている。　一次エネル

ギー国内供給（石油，石炭，天然ガス，新エネ等．水力・地熱、原子力）は総供給に

在庫と輸出を考慮して求められている．「総供給」は輸出プラス国内需要と，

「国内供給」は国内需要とバランスするため，「…次エネルギー消費」ともよ

ばれる．

　エネルギー転換部門では，電力会社が石炭，石油，天然ガスなどの化石燃

料を火力発電所に投入して生産する電力や，石油精製業が原油を石油精製装

置で加工して得る石油製品（ガソリン、ナフサ，灯油，軽油，重油等）への転換，

また鉄鋼業等で原料となる石炭コークスの製造，さらに都市ガス製造など，

エネルギー企業による次エネルギーの発生・加工・転換を扱っている．ま

たそのときのエネルギー企業による自家消費・ロスもここに含まれる．

　最終エネルギー消費儒要）部門とは，一次エネルギーあるいは転換部門

で生産（転換）した二次エネルギー等を企業や個人が生産活動や消費生活な

どに利川する部門である。「最終エネルギー消費」部門は，口本のエネル

ギーバランス表では，産業（農林・水産，鉱業・建設．製造業），民生（業務・家

庭），運輸（旅客・貨物），非エネルギーの4つの部門から構成される．

　以上の・連の流れを図4．1に示している。
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（川所’r総合…イ・ルギー統目・（1城▲2年度版）．1［．13．Lkり作成）



4．2　生産指数・生産量モデル

　生産指数・生産量は，鉱工業生産指数および素材型産業である粗鋼，エチ

レン，セメント，パルプの生産量について次のように推定を行う。鉱工業生

産指数∬Pについては，実質国内総生産GD－Pと粗鋼生産高によって推定す

る。粗鋼生産高は実質国内総生産と原油価格により推定する。エチレン，セ

メント，パルプの各生産量は鉱工業生産指数と原油価格，自己回帰項によっ

て推計する。

鉱」：業生産指数

粗鋼生産量

エチレン生産量

セメント生産量

紙・パルプ生産量

IIP＝f（GDP，　STEEL＞

STEEL＝∫kGDP，　GDPk“，POIL．］，　POIL　

J“、、

ETYLEN＝fQIP，　POILJ｛WPI，　ETYLEN〔ハ、

CEMPD＝f〈IIP、　 POILJl　

WPI，　CEMPD“〉、

PLPPD＝∫QIP、　 P　OIL・Ji　XVPI，　

PLPPI）（V、

（4．1）

（4．2）

（4．3）

（4．4）

（4．5）

　なお，一ヒ式の各記号の意味は，後掲8．1の変数一一覧表に示してある。次節

以降に現れる式中の記号もすべて同様である。

4．3エネルギー価格モデル

　電力，ナフサ，ガソリン，都市ガスなどのエネルギー価格については，原油

価格とエネルギーの自己回帰項を使った回帰式によるモデル構築を行った。

家庭月」電ノ」価格

業務用電力価格

ナフサ価格

・k∫i｝t｜f面｝各

ガソリン価格

A重油価格

C重油価格

66

PELEH＝∫（．POIL　 J＃，　

PELEH（X＞、

PELEB＝罫POILJ＃、　

PELEB“〉、

PNAPH＝ikPO｝LJ＃，　

PNAPH（噴、

PKER　O＝f（P　OILJ＃，　PKER　

O〔V）

PMOGA＝∫（POIU＃，　PMOGA（1））

POILA＝八POIL　

J＃、　POILA“〉）

POIL　C＝∫（POIL，」＃，　POIL　

C““）

8

（4．6）

（4．7）

（4．8）

（4，9）

（4，10）

（4．11）

（4．12）



都市ガス価格

天然ガス価格

日本のエネルギー需給モデル構築とシミュレーション

PTG　＝＝　f（PLNG，　PτG（1））

P五NG＝∫（POIL　」＃，　PLNG（1））

（楊／猪’ド）

　　　（4，13）

　　　（4．14）

4．4最終エネルギー消費モデル

　最終エネルギー消費モデルは大きく分けて，産業部門，民生部門，運輸部

門の3つの部門別に構成した。この中で，産業部門の製造業では，部門別お

よびエネルギー源別に今回詳しくモデルを構築した。その結果，先行研究

〔6〕よりも精度が向上した。

4．4．1産業部門の最終消費モデル

産業部門は農林・水産，鉱業・建設，製造業から構成されている。

a農林水産業

石油製品　　　　OILAGR＝fGIPA　 GR，　POILJ＃，　

OILAGR“〉）

農林水産業計　FDA　

GR＝OILAGR
b建設業
　石油製品　　　　01LOON＝∫（951P＃，　POILJ＃，0∫LCON（1））

　建設業計　　　FD　CON＝OIL　CON

c製造業
1，食料品
　石油製品　　　OILFOO＝∫（IIPFOO，　POIL　C，　OILFOO（1））

　都市ガス　　　GA　SFOO＝∫（IIPFOO，　PTC，　GA　SFOO（1））

　電　　力　　　ELEFOO＝∫（IIPFOO，　PELEB，　ELEFOO（1））

　食料品最終エネルギー消費計

FDFOOD＝OILFOOキGASFOO十ELEFOO
2．繊　維
　石油製品　　　　OILFIB＝∫（IIPFIB，　POIL　C，0」ILFIB（1））

　電　　力　　　ELEFIB＝∫（I　PPFFIB，　PELEB，　ELEFIB（1））

　繊維最終エネルギー消費計

FD　

TEX＝OILFIBキELEFIB
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（4，15）

（4．16）

（4，17）

（4．18）

（4．19）

（4．20）

（4，21）

（4．22）

（4．23）

（4．24）

（4．25）
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3．紙・バルブ

　石　　炭

　石油製品

　都市ガス

　新エネルギー

　電　　力

COLPAP＝f〔PLPPD、　 PCOLJ，　

COLPAP（1＞、

OILPAP＝∫（PLPPD，　POI五」＃，　OILPA　P（1））

GASPAP＝外PLPPD，　

PTG，　GASPAPめ）

NWENPA　P＝∫〔PLPPD，　NWENPA　

P良X、、

ELEPAP＝f〈PLPPD，　PELEB．　ELEPAP（め）

　紙・パルプ最終エネルギー消費計

FDPLPPD＝COLPA　 P　－v　OILPAP十GA　

SPAP

ar　NWENPAPキELEPAP
4．化学工業

　石油製品　　　OIL　CHM＝∫（E7YLEN，　PNAPH，　OIL　CHM（1））

　都市ガス　　　GASOHM＝∫（E［1］YLEN，　，PTG，　GA　SCHAI（1））

電　　　力　　　　ELECHM＝∫（ETYLEN　，　PELEB，　ELECHM“〉）

　化学工業最終エネルギー消費計

FD　CHM＝OIL　CHM十GA　

SCHM十ELECHM
5．窯　業
石　　炭

石油製品

都市ガス

電　　力

COL　CEM＝∫（OEMPD，　POOL万COLCEM（1））

O　JL　CEM＝∫（OEA∫PD，　P　OfW＃，0刀二CEM（1））

G4SOEM＝∫（CEハfPD，　P　TG，　GA　SOEAf（1））

ELECEM＝∫（OE』∫Pヱ），　PELEB，　EL・E］OEM（1））

窯業最終エネルギー消費計

FD　CEM＝COL　CEM十〇IL　

CEM十GASCEM
　　　　　　　十ELEO五］M

（4，26）

（4．27）

（4．28）

（4．29）

（4，30）

（4．31）

（4．32）

（4，33）

（4．34）

（4．35）

（4．36）

（4，37）

（4．38）

（4．39）

（4．40）

6．鉄　　鋼

石　　炭

コークス等

石油製品

都市ガス

電　　力

COLSTE＝∫（STEEL，　 PCOL　

J，　COLSTE〈“）

OOKS　TE＝∫（STEEL，　POOL万COKS　TE（1））

OILSTE＝∫（STEEL，　P　OIW＃，0∫LSτE（1））

GASSTE＝∫（STil］E］L，　PTG，　G　4SSTE］（1））

ELES　TE＝罫STEEL，　PELEB，　ELES　

TE（D、

鉄鋼最終エネルギー消費計

（4，41）

（4．42）

（4．43）

（4．44）

（4，45）

FDSTL＝COLSTE十COKSTE十〇ILS［rE十ELESTE
　　　　　　十GASSTE　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．46）
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7．非鉄金属

　石油製品　　　OILNFE＝．∫（IIPA’FE，　POIL　Cソ1ザPL　O∫L　VアE（1））

　都市ガス　　　C；．4　SN・　FE＝∫（IIPNFE，　P　TG，　C．4　SNFE（1））

　電　　力　　　EL　ENFE＝∫（IIPNFE，　P」IL　EB，　ELENFE（1））

　非鉄金属最終エネルギー消費計

FDNFME　T＝OIL　NFE十GA　SNFE十EL　

ENFE
8．金属機械

　石油製品　　　　OJ五」五4C＝∫（27P，　PO刀LCOIL　MA〔C（1））

　都市ガス　　　（；A　S］　L4　c＝，f’（∬P，　PTG，　GA　S！　IA　C（1））

電　　　力　　　　ELEMA　C＝∫　〈IIP，　PEL　 EB、　EL　

EI　IA　（J“）、

　金属機械最終エネルギー消費計

FDMA　C＝OILMA　C十GASMA　C十ELEMA　

C
9．その他の製造業

　石油製品　　　OIL　0　・Tfl＝∫（POIL．J＃，　OJL　O　TH（1））

　都市ガス　　　CA　SO　TH＝∫（PTG，　GASOTH（1））

電　　　力　　　　ELEO　 TH＝∫（PELEB、　

ELEOTH（S、

　その他最終エネルギー消費計

10　　婁呈テ1量業言卜

　行　　炭

　コークス等

　石享由婁！Is［il

都市ガス

lギルネ工新
力電

FDEXMA　N＝OIL　 O　TH十GA　SOTH十EL　

EOTH

（4．47）

（4．48）

（4．49）

（4．50）

（4．51）

（4．52）

（4，53）

（4．54）

（4、55）

（4．56）

（4，5ア）

（4．58）

COLMAK＝COLPAP十COL　CEM　

A－COLSTE　　　〈4．59）

（一TOKSコ「E　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4，60）

OIL　MAK＝OILFOO十〇ILFIB十〇IL　 PA　P⊥OIL　

CHM

十〇IL　CEM十〇IL　S　TE十〇IL　

NFE

キOILMA　CキOIL　O　

TH

GASMAK＝GASFOO十GASPAP＋GASMA　

C

十GA　SCHM十GA　SCEM十GA　SS　

TE
　　　　　　　　十G，4　5’NFE十（7，4　SO　TH

NWENMA　K＝NWENPA　

P

（4，61）

（4．62）

（4．63）

ELEMAK＝ELEFOO十ELEFIB十ELEPAP十ELECHM

十ELECEM十ELES　

TE十ELENFE

十ELEMA　

C十ELEOTH　　　　　　　　　A、64＞

製造部門最終エネノレギー消費計

FDMA　N＝FDFOODヘーFD　TEX十FDPLPPDキFD　

CHM
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キFD　CEMキFDSTLキFDNFME　 TキFDMA　

C
　　　　　　　　　　　　　　　　十FDEXMA入「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．65）

11　産業部門計

　石油製品　　　OILI　VD＝OfLMA　K＋OIL　4　GR＋OIL　CON　　　　（4．66）

　天然ガス　　　NGIND＃＝∫（up，　PLIVG，　NGJND＃（1））　　　　　　　（4．67）

　産業部門最終エネルギー消費計

FDIND＝COLMA　K十COKS　

TE→－OILIND十NGIND＃
　　　　　　　　　　　　　　　　一ト（；ASAI「AK十ArilrEAWAK十正7、乙EAf．4k’　（4．68）

4．4．2　民生部門の最終消費モデル

民生部門は家庭と業務から構成されている。

a．家庭用

　石油製品

都市ガス

電　　力

新エネルギー

家庭用計

OLPDHO』∫

・＝

∫（CP、　PKEROiPDG，　 WAN，　

OLPDHOM（め、

GASHOM＝∫（GDP，　POP7り

ELEHOM＝∫（CP，　POPT，　

PELEH，　PTG、

Nl・ザENHOM＝∫　（N　WENTHOM（1））

FDHOM＝OLPDHOM十GA　

SHOA－1十ELEHIOM

十NWENHOM
b，業務用

　業務部門用床面積

　　　　　　　　　　FLRBUS＝∫（GDP）

石油製品

都市ガス

電　　力

新エネルギー

業務川計

OLPDB　US＝∫（、POILA，　OLPDB［’S（1））

TGBC’S＝∫（FLRBUS，・PτG／Wア1，　TOBC’S（1））

ELEB　US＝二f（FLRBUS、　 PELEBi　

WPI）

rv’ll・「ENB乙「s＝∫（NM・’ENB　US（1））

FDB　US＝OLPDB　US十TGB　US十ELEB　

US

十NWENB　

US

c．民生部門最終エネルギー消費計

FDHB　

T＝FDHOMキFDBUS

（4，69）

（4．70）

（4．71）

（4．72）

（4．73）

（4．74）

（4，75）

（4．76）

（4．77）

（4．78）

（4，79）

（4．80）
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4，4．3　運輸部門の最終消費モデル

運輸部門は旅客と貨物から構成されている。

a旅客用
　石油製品　　　OLPD　TRA＝∫（CARHLD，　PMO（？A／PDG，　OLPD　TRA（1））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．81）

b貨物用

石油製品　　　OLPDFRE＝∫（TR　UCK，　

PMOGAI　PDG，　OLPDFRE〈V）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．82）

c．運輸部門用

　電　　力　　　ELETRP＝∫（GDP，　E］LETRI）（1））　　　　　　　　　（4．83）

　乗用車保有台数

　　　　　　　　　　（：ARH五Z）＝∫（∫）OPT，（：rARHLZフ（1））　　　　　　　　　　　　　　　　（4．84）

　　トラックバス保有台数

　　　　　　　　　　ヱ7R　L－CK＝∫（1⊃01フヱニ　TRこ；OK（1））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．85）

d運輸部門最終エネルギー消費計

　　　　　　　　　　FD］「RP＝OLPI）TRA一ト0」L」：）ヱ）FR、E7十ELE　TRノつ　　　　（4，86）

4．4．4　最終エネルギー消費計モデル

a石炭・コークス計

FD　

COL＝COLMAKキCOKSTE

b、石油製品計　　　FD　 OIL＝OILIND十〇LPDHOM十〇LPDB　

US

十〇LPD　

TRAキOLPDFRE
c．都市ガス計　　　FD　G．4　S　＝　GA　SI｛A　K＋GA　SHO』M　＋TCB　L’S

d、電　　1力計　　　FDELE＝ELEMA　K十EL　EHOM十ELEB　

US

　　　　　　　　　　　　　　　　十ELETRP

e．新工ネルギー計

（4．87）

（4．88）

（4．89）

（4．90）

FDNWEN＝NWENMAKキNWENHOM十NWENB　

US

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．91）

f’最終エネルギー消費計

FDFLN＝FDIND十FDHOM十FDB　 US十FD　

TRP
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4，92）
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　　　　　　　　　　　4．5エネルギー転換部門モデル

　ここで，エネルギー転換部門モデノレは，発電部門，都市ガス生産，コーク

ス生産，石油精製の4部門からモデルを構築した。

a，発電部門

　　電気事業者発電計

PUELET＝罫FDELE）
　発電ロス含む投入量

　　　　　　　　　　1）UELET＝　＝f（PLTELET）

　電気事業者石炭消費量

　　　　　　　　　　COLELEC＝∫（PLrELEJT＃，　COL　E］LEC（　1））

　電気事業者コークス等消費量

　　　　　　　　　　COKELEC＝∫（P〔JELET＃，　COKEL　EC（　1））

　電気事業者石油発電原油消費量

OILELEC＝f〔PUELET±，　

OILELEC〈V、

　電気事業者「1油発電石油製占占消費量

OLPDELEC＝∫〔PUELET＃，　

OLPDELEC（め）

　電気事業者天然ガス発電天然ガス消費量

NGELEC＝UPUELET＃、　

NGELEC（め）

　電気事業者原子力発電原子力消費量

　　　　　　　　　　PLJVC」＝∫（P↓UELET＃，　PUNtf（1））

b．都市ガス生産

　ガス事．業者都市ガス生産

TGTG＝i　〈FDGAS）

　　ガス事業者天然ガス・LNG消費量

NGTG＝∫（TGTG）
C，　コークス生1）養

　　コークス等生産

72

（4．93）

（4．94）

（4．95）

（4．96）

（4，97）

（4．98）

（4．99）

（4．100）

（4，101）

（4，102）

COKCOK＝∫（COKSTE、　COKELE℃、　COKCOI〈（V）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．103）
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　コークス製造業石炭消費量

　　　　　　　　COL　COKC＝∫（COKCOK，〔’OL　COKα1））　　　　（4．104）

d．行油精製

　石油精製原油消費沽

　　　　　　　　　OILREF＝FDOIL－PD1）T十〇LPDELEC　　　　　（4．105）

4．6一次エネルギー国内供給モデル

　一一次エネルギー国内供給は一次エネルギー総供給から，輸出と在庫変動を

除いたもので，国内の需要に対する供給という意味で「国内供給」と名づけ

られている。このベースで需要と供給が・致するため，　一般に「一・次エネル

ギー国内供給」のことを「．一次エネルギー消費」と呼ぶ場合も多い．

　　一次エネルギー国内供給は，次のように，各エネルギー源別に，ヒで求め

た最終エネルギー消費量とエネルギー転換部門での消費量の合計より計算す

る。

　　　　　LL’a．石　灰

b．原　油

c．天然ガス・LNG

d，水　力

e，原子力

f，国内供給計

COAL＝FDCOL十COLELEC十C］oL　

CoKC
0王L＝OILREF十〇ILELEC

NG＝NGELEC十NGTG
HD＝PUH」D

NU＝PFNじ
TOTAL＝COAL十〇ILキPDPTキNG十HD
　　　　　十N〔〒十NE　1・1・ア

（4．106）

（4，10ア）

（4．108）

（4．109）

（4．110）

（4．111）

4．7　二酸化炭素排出量モデル

　口本の1酸化炭素排出量は，第一次石油危機以後1980年代半ばまではお

おむね横ばいで推移してきたが，その後再び増加する傾向にある。省エネ化

の推進や産業構造の転換により，産業部門の割合が低下したのに対し，発電

部門と運輸部門の割合が増加している。
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　二酸化炭素排出量の単位には炭素換算によるものと二酸化炭素換算による

ものがある。本研究では国際エネルギー機関（IEA）が利用している炭素換

算を使用した。二酸化炭素排出量の算出方法は次のとおりである。

CO2排出量＝Σ（源別エネノレギー消費×排出係数）

　ただし，非エネルギー（消費）の全量，産業部門の石油化学用ナフサ・LP

ガス（消費）のsoo／oを計算から控除している。

　具体的には，「総発熱量ベース」の排出係数を使用し，次の算出式を用い

た。

1）∫SOO2＝（1．0062＊COAL一ト0．7811＊（0∫L叫一」＞1）｝）T－0．8＊FD　CHA∫）

　　　　　一ト0．5639＊］VG）＊23．889／1000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．112）

　なお上式から求められる二酸化炭素排出量の単位は，炭素換算100万トン

となる。

5．マクロ経済・エネノレギー需給統合モデルの評価

　マクロ経済・エネルギー需給統合モデルの組立てが終わると，モデルがど

の程度うまく現実の変動を追跡することができるか（パフォーマンス）をテス

トする必要がある。モデルの計測期間において，モデルの追跡力をテストす

ることを内挿テストという。ここで，内挿テストとしてのパーシャルテスト

とファイナルテストを行い，モデルの性能をテストした。

　パーシャルテストの結果，定義式（GDPなど）の誤差率はすべて0であ

り，モデルの定義上のミスはないことを確認した。

　ファイナルテストは外生変数および先決内生変数の初期値を除くすべての

説明変数に計算値を代入してモデルを解いていくため，誤差の影響は当期の
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みならず，次の期以降へと波及していく。したがってファイナルテストは内

挿テストの中でも最も厳しいテストであり，何度も式の改良を繰り返しモデ

ルを構築する際において，常にファイナルテストで精度をチェックしていっ

た。

　表5．1はファイナルテストの結果である。重要な変数のところはかなり誤

差率が低く，より良い結果になっている。エネルギー需給モデルに最も影響

を及ぼすGDPの誤差率は，先行研究の井関モデルの6．670／o〔4〕から本モデ

表5．1ファイナルテストの結果

　　収束　　　　　　　変数名期
　　回数

率差誤

1972

1973

1974

1975

1976

1977

1978

1979

1980

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

9
7
4
5
6
6
7
4
4
4
4
4
4
4
6
7
5
6
4
3
4
4
5
5
5
3
4
5

‘95　CP＝

ig5GDPニ

951P＝

95KP＝

95EXCニ

9E　PEX＝
95ユ∬〔’＝

9きPl｛c＝

1ザP∫

95PD（1＝

95P（’＝

IIP

STEEL
ETYLEN
CEMPD

PLPPD
PELEH
PELEB
PKERO
PNAPH

PMOGA
PO∬LA
』）o∬LC

‘PTG
’、　PLNG

‘OfL‘4（；R

FDA　

GR
OIL（’0‘、▼

変数名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　

誤差率！　変数名 誤差率　　変数名 誤差率

2．76　‘OIL　，lfA（＾「

3．131GASMA（r

9：：61、ELE』㌧IA（’

9．77　　FI）＿1∫，－1（〕

9．9了　　OIL（）TH

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　

4．二9　1ELE（）ヱ’H

5．79‘G，4SOヱ「’H
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
ア．47　FjワE、Y、1∫．A－V

4．アニ‘（rOL．V．－IA’

ユ．53　　0∫L　．1f．4　A’

ユA6．、　GASifAK
6．19　　NII　’E，、『ユ∫，！Jt’

！．1！、ELE．NfAK
4．96’iFDI｛AN

7．06　　01LIND

3．07　‘X－GLN’1）＝

6，94　　FD」「＿、▼1）

7．95｜OLPDHO，lf
6．Ol．．、（｛ASHO．Xf

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6．68　五〒LEH（）．1∫

4．14　‘YIザ正7．YHO，、1
　　　　　　　　　

5．13，FDHOJf
二．96　0LPDB（▼S

4．77　τGBビ5

5．1　　FLRB〔°S

4．15　ELE］B［°S
4．57　！入’1ザ五7，、「B〔『S

13、15　FDBUS

｝2．8ア　　（亨ASFOO

12．76　正7LEF∫B

8．41　FD　

TEX
8，98　（rOLP，－IP

5．19　01LPAP

3．62　（IASPAP
57．4　　－N’1ザE．YP，4　P

4．5　　ELEJP．－1　P

／7　．5S　FDPLPPD

4．33　　01LCH＿1f

15．9J　c；ASCH．X∫

5．81　　正7LE（〕正1▲1∫

3．16　FD　

CHM
3．96　（rOl二CE．1∫

ざ3｝　OIL　

CE＿Xf

9．15　　（］，4s（”E，ll「

］）P＿6　ELECEI　王

4．72　FD（rE‘II
2．78　．（ro」L5ヱ＿」E二

6．81　　（、01（5］「E

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

M．14．OILSTE
4．6　　GASSTE

5．≡～9　ELESTE

こ．2　‘FlワSTL

3、6M　OILNFE
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　

8．39！GASNFE
X“　．61　ELENFE

55L　

l　FDNFMET

5．98　　01二Pl：）FRE

5．7　ri　FD　

COL
ア．ア5　」「ヱフ0∬L

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

39．921FDG，4S

8．5　1FDELE

28．52　FlワNIザEN

SA3　FDFiN
2．98、PUELEτ
4、91　PUELE［｛］ニ

4．69　　（70LE1二正7〔’

10．28　（／’OKELEC

2，18　．Oll二王こ」［正7（、

4．15　0LP」ワELE（7

24．32　⊥N’GTELEC

15．33　PU．Y［．

9．65：
τGTG

4ユニ．NGTGニ

1L42　COK（70K
35A　　LOSCOK
13．99　．COL（⊃OK『（7

19．79　0∫LREF
ユ1．97　　（二〇，－1L

4．320JL
　7．］8　二～▼G
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　

16．65． H「ヱ）

　8．99　．、’こ▼

　9．08｜TOT．4L

14、！6 　DISCO）

2．65

9．86

4．8

3．84

4．09

9．13

3．33

4．51

4，64

13．5

8．8ア

22．85

14．34

11．72

14．07

4．03

5．55

5．82

ア．93

8，1ユ

4．7ユ

9．63

5．59

8．18

1、17

14，07

4．28

6．34

17一
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ルの3．13c／oまで改善された。なお，エコノメイト（F．conomate）の誤差率は平

均絶対誤差率〔1〕となっている。

　ファイナルテストの結果をグラフにして，図5．1～図5．10に示している。

図5．1～図5．6は源別一・次エネルギー総供給のグラフである。図5．7～図5．10

は部門別最終エネノレギー需給のグラフである。これらのグラフにおいて，い

ずれも1999年まではファイナルテストの結果，また2000～2020年はシミュ

レーションにより予測された推計値（次章の基準ケース）の結果を示している。

ファイナルテストの結果のグラフは，本モデルの各変数の追跡力備度）が

ほぼ満足できる水準であることを示す。

　なお2000年以降の推計値においては，いずれも推定回帰線に沿って緩や

かに変化していく。
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6．シミュレーション分析

　本研究では，新たに構築した産業部門最終需要モデルを，先行研究で構築

したマクロ経済・エネルギー需給統合モデル〔5〕に組み込み，2000年から

2020年までの中長期のシミュレーションを実施した。本章では，その前提

条件と結果について述べる。

一
21 79



6．1シミュレーションのケース設定と前提条件

　今回のシミュレーションにおいては，産業構造や経済成長に影響を与える

為替レートや世界貿易，人口等の想定を3種類用意し，その組み合わせに

よって「基準ケース」を設定した。

　基準ケースはいわゆるBAU（トレンド延長型）である。人口の想定は，国立

社会保障・人口問題研究所が2002年1月に発表した中位推計を採川。国内

の生産年齢人口は徐々に減少する。日本の経済力は相対的に弱まり，円安の

傾向となる　一方，世界貿易は順調に発展し，原油価格は緩やかにヒ昇する

ケースを想定した。

　人口（単位：T一人）：

　　2000～2010f卜　　126，926，　127，183，　127，377，　127，524，　127、635，

　　　　　　　　　127，708，　127，741，　127，733，　127、686，　127，599，

　　　　　　　　　127、473

　　2011～2020fl三　　127，309，　127，107，　126，865，　126、585，　126，266，

　　　　　　　　　125，909，　125，513，　125，080，　124、611，　124、107

　為替レート：

　　2000～2010年　1．6％の伸び率

　　2011～2020年　1ドル130円（固定）

　世界貿易：　　　　　　　　　　　　　　　3％の伸び率

石炭と原油の価格：

就業者数：

世界］：業製品輸出物価指数：

新エネルギー：

非鉄金属，農林水産業，食料品生産指数：

繊維生産指数：

80　　　　　　　　　　　　　　　－22一

4．3％の伸び率

6000万人

1．5％の伸び率

2．oo／oの伸び率

100

－
6．660／oの伸び率
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6．2　シミュレーション結果

　前節のシミュレーションケースと前提条件によるシミュレーション結果の

要約表を，表6．1～表6．7に示している，

　本論文で使われているマクロ経済の単位は10億円，鉱工業指数の単位は

95年＝100，エネルギーの単位はPI（ヘタジュール＝lol5ジュー・レ），　CO2の排

出量の単位は炭素換算100万トンである。

　なお1980年と1990年の値は実績値であり，2000年，2010年と2〔｝20年の

値は推計値である、表の右側は年平均伸び率を示す。

表6．1実質国内総支出
　　　　　　　　　　〔1－i．f・F・：，1〔〕億円⑱　iliV一均仲び率〔OoD

1980 1990 2000 2010

　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　
　
　

2020　　　　1990　i2000　．2010　　2020’

　　　　　1980i　1990i　2000！　2010

’」三　’t’f　IE1　［ノ］　総　　斗1　産　　31こ、二1こ．50　　」69、780，5〔｝　　53〔）、312，8（｝　　615、918．1n　　699，082．1〔｝　　　」．2　　　Lこ　　　L5　　　1．3

t〈　IIV　ti2　元冬　i肖　費　支　｛U　　l74、38こ，：｛）　　］48、840．10　　］S，　S、9Sl．10

政府最終消費支出等　9］、811．り（！12328〔｝．10　14」、378．3〔［

1辻　｜ハI　fiこ　業　元芝　f〒青　手乏　資　　　　」〔｝、」44．］｛｝　　　9D、：11．OD　　　84、860．80

財貨・サーピスの輸出　　ユ3、76660　39，3（｝2．00　59、662，2D

財貨・サービスの輸人　　IS　．6　L）　280．　3工35ユ．70　4：、180．r，o

332，：it）4．1〔1　　376、254．40　　　3．6　　　L5　　　1．一｝　　　1．〕

152516．8〔［　　154、048，80　　　ユ．9．　　　16　　　05　　　0．1

99、こ0ユ．〔｝O　　ll！、42970　　　8，4｜　一｛L撒　　　L6　　　1．4

8L・こ53・1・8，J，71．505214．33．］］．9

50、32｛Loo　　54，2ユこ．30　　　5，61　　3，8　　　0．6　　　0，ア

構成比　％

jE質匡1内総生産　　10［｝

民間最終消費支出　　　558
政府最終消費支出等　　　こ9．：

民間企業設備投資　　　1ユ．9

財貨・サーヒスの輸出　　　　：．6

財貨・サービスの輸入　　　6

10〔1　　　　　100　　　　　100

Jコ：，　　　　　　54，5　　　　　5」　i

こ6、］　　　　　　こ7．こ　　　　　　　24．81

19．3　　　　　　　16　　　　　　　　16．1

8A　　　　　IL3　　　　　］3．3

6．9　　　　　　　8，9　　　　　　　82

100

53．8

］こ

16．4

15．5
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表6．2価　　格
　　　　　（記入のないものの単1∪　円「fkcal， 年’P均伸び率（°e））

1980 1990 2000 2010 2020

1990／12000／1980i1990

2010／

2000
2020／

2010

原油価格（S／バレル）

原油価格（円／T・kcaD

石炭価格　（【［レT・kcaD
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灯油卸売り価格

A重油卸売り価格

都市ガス価格
電・kTf面格　　（ri］　k、Vh）

電プJf面1各　（F「］／k、Vh）
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表6．3 製造業エネルギー需要
〔「Pf　’［’： PI、年平均伸び率（％））

i　1980
｜　　　　　　　　　a

1990　．　2000

　　　　　　1
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表6．　4 産業部門エネルギー需要
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表6．5 最終エネルギー需要
（単位　円，？f．’Y一均伸び率（％））
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表6．6　一次エネルギー国内供給計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単f立　　PI、 年平均伸び率（％））
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表6．7二酸化炭素排出量
　　　　　　　〔単位：炭素「換算loO　J∫トン，　年’FピJf申こS浮ζ〔Oo川

1980
　
　
　
1
9
9
0
‘

2000

i120101　　　　　　　　｜

2020
　　　　　　｜

1990／　2000／
1980．1990　　　　　i

2010／
2000｜

202G／

2010

CO二 257．7 296．3 323．8 36ア．6 414．3 1・」　　0・9i 1．3 正2

6．3　結果の検討

　この節では，本研究の基準ケースのシミュレーション結果について検討す

る。まず，他研究機関の予測と比較する。そして，エネルギーについて国の

政策を考慮し，転換部門の石炭，天然ガスと原子力の投人量を外生化して，

・二酸化炭素の排出量の予測結果について検討する。

　6．3．1　他研究機関との比較

　ここでは，本モデルで得られた基準ケースの予測結果について，日本エネ

ルギー経済研究所〔1〔｝〕（以下は日本エネ研と略称する）と比較する、

　まず，日本エネ研のGDP（国内総’｝産）の予測（2002年12｝1発表上ミ期見通し

〔7〕）では，2010年が624，248，2020年が696、995，これに対して本モデルで

は，2010年が615，918，2020年が699、082俵6．1）となっている、本研究の

モデルも結果はほぼ同じである。

　次に，日本エネ研の最終エネルギー需給の予測では，2010年が16、030，

2020年が16222，それに対して本モデルでは，2010年が17，505，2020年が

19，938俵6．5）となっている。2010年では本モデルではやや高めに算出され

ているが，2020年では相当高く算出されている。

　H本エネ研の一次エネルギー国内供給計の予測では，2010年が24、101，

2020年が24，542，これに対して本モデルでは，2010年が26，181，2020年が

30、024（表6．6）となっている。最終エネルギー需要のf測と同じく2020年

　84　　　　　　　　　　　　　　　－26一
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ではかなり高く算出されている。

　最後に，日本エネliJlのcoコの排出量0）宿則では，2010年が325，2〔〕20年

が323，これに対して本モデルでは，2010年が368，2020年が414（表6．：）

となっている。日本エネ研の予測では2020年のCO2排出量は2010年より

減少することに対して，本モデルの予測結果では著しく増加している。

　本モデルでは，GDPの精度と産業部門の最終消費の精度を向ヒさせた

が，結果として，最終エネルギー需給とCO2排出量の予測結果が他研究機

関の予測結果と段々ずれていく傾向がある、他研究機関のシミュレーション

条件が，本モデルのシミュレーション条件とは異なるため，f’測がずれても

不思議ではないが，それにしてもずれの程度が大きすぎる．その原因の一つ

として考えられるのは，本モデルではエネルギー転換部門における電力用石

炭や天然ガスおよび原子力の投入量を内生化しているため，これらがすべて

過去のトレンドを延長したシミュレーションになった結果と考えられる。

　6．3．2　転換部門の発電投入量の外生化

　他研究機関の予測結果と比較した結果は，　酸化炭素の排出量は急激に増

えていく傾向がある。原因を追及すると，どの研究機関でも国の政策を考慮

し，石炭，天然ガス，原了力などの投人量を抑え，新エネルギーを増加させ

るということが分かってきた。そこで，これらの発電用エネルギー源別投入

量を外生化（石油のみ内tt．　ft）し，年平均filiび率俵6．8）を設定して，二酸化

炭素の排出量の予測を改めて試みた。

　以一ヒの条件でシミュレーションした電源構成の結果は表6．10に示してい

る。表6．11は電源構成の投入量を内生化したシミュレーション結果である、

投入量を外生化した二酸化炭素の排川量の」顎‖結果は，2010年が355，2020

年が396となっている。年平均伸び率では，2000～2010年が0．9％，2010～

2020年が1．1％になっている。6．1節の基準ケースの予測結果では，2010年

が368，2020年が414となっている。年平均伸び率では，2000～2010年が
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表6，8　電源構成の源別投入量年平均伸び率

　　　　　　　　　　　　　　　（単位；Ob）
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表6．9　源別投入量の内生化と外生化の二酸化炭素排出量比較

　　　　　　　　　　　　　　（単ぴ：炭素換算100万トン．年’ド均f申び率（Oo＞）
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表6．10 電源構成の源別投入量を外生化した予測結果
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表6，11 電源構成の源別投入量を内生化した予測結果

　　　　　　　　　　　　　（単位：PL年’ド均仲ひ率（°。））
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2，51

29，6

6．61
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1．3％，2010～2020年が12％になっている俵6．9）。転換部門での発電用エ

ネノレギー源別投人量を外生化し，その伸び率をコントロールした結果は，二

酸化炭素排出量も抑えられることが明らかになった。

7．結 口

　本論文では，日本における中長期のエネルギー需給を予測するためのエネ

ルギーモデルを中心に述べた。特に今回，産業部門最終エネルギー消費のモ

デルの細分化・高精度化と，エネルギー転換部門のモデルの改良を行った。

この高精度化した新たな日本マクロ経済・エネルギー需給統合モデルによ

り，基準ケースでのシミュレーションを実施した。精度が向上したことにつ

れて，最終エネルギー需要とCOユの排出量のシミュレーション結果は他研
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究機関の予測より大きい傾向があると分かった、CO2排出量の予測が大き

くなったE要な原因は，今回のモデルではエネルギー転換部門における電力

用石炭や天然ガスの消費量（投人蜀を内生化しているため，すなわちこれ

らのエネルギー消費のトレンドをそのまま延長しているためであるcそこで

電源構成のうち石炭および天然ガスの投人量については政策的な判断を加え

られると考え，これらを外生化（石油のみの内’k化）すると，CO2排出量は大

きく減少する結果となる。

　本研究で予測した日本のエネルギー最終需要とCOこの排出頃の結果は将

来現実になると，本当に大変なことになる。地球温暖化はますますひどくな

る一方で，子孫後代が生きる場所が奪われていくであろう。この予測結果は

気候変動枠組条約（UNFCC）締約国の第3回会議（copr，）の日本の2008年

から2012年までの問の削減目標（90　f｜：度比6°・削減）の達成がいかに困難か

を示す。すなわち，今回の基準ケースのシミュレーションは，日本のエネル

ギー消費が従来のトレンドのまま延長した場合であるが，その予測によると

2010年のCOユ排出量は3億6760万トンとなり，1990年度比で24％もの増

加となるのである。私たちは，このシミュレーションにより，地球温暖化の

深刻さを感じて，エネルギーをどうやってうまく利用して，地球に優しくす

るのかを考えなければならないであろう．

　今後の研究課題として，以下のものがある。

　（1）エネルギーバランス表（完全表）によるモデルの精密化

　（2）　マクロ経済モデルの精密化

　（3）産業連関モデノレの導入
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　8．付　録

8．1変数一覧表

〈変数名〉 〈日本語名〉
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L
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’ド均
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度平均）

世界貿易　（実質、年度平均）
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都市ガス卸売物1面指数
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ガソリン価格

ナフサ価格

A重汕卸売り価格
C　重言｜il飼］i己　1）　f【匝き各

小口電力価格

業務用電力価格

電灯価格

電力価格

大日電力価格

トラックバス保有台数

NI　1　’EiVB　（　’S業務用新エネノレギー等使用

　　　　　　　量

繊維業最終エネルギー消費　、P〔’HDX

非鉄金属業最終エネルギー　PUELET
消費　　　　　　　　　　　　　　　1）〔百LEτ＃

その他製造業最終エネル　　AGELE一￥

ギー消費　　　　　　　　　　　PτペビY

産業剖三F7最糸冬エネノレギー言肖　　　TCTG！

費　　　　　　　　　　　　　　　OIL　TG

家庭部門最終エネルギー消　COKCOK

費　　　　　　　　　　　　　　PDPT

業務部門最終エネルギー消　COAL

費　　　　　　　　　　　　　　　01L

業務部門床面積　　　　　　　　NG

旅客運輸最終エネルギー消　NEIザ

費　　　　　　　　　　　　　　　TO　TAL

貨物用運輸最終エネルギー　　HD

消費　　　　　　　　　　　　　　．、τ

非エネルギー最終エネル　DISCO2
ギー消費　　　　　　　　　　　lpOILJ：

最糸冬エネノレギー｝肖費言十　　　　　　　951G＝

産業部門計石炭等消費量　　　195∫H＝

貨物用石油製品計消費量　　　　COLPAP

製造業計エネノレギー消費　　　COL　CEJ∫

石油製品計製造量　　　　　　　COLSTE

　　　　　　　　　　　　　　－33一

水力発電

電気事業者発電計

発電ロス含む投入情

自家発電

原jt力発電

都市ガス

石油製品計

コークス等

石油製品国内供給

石炭計

原油

天然ガス

新エネルギー

合計

水力発電

原」二力発電

COこの排出量

原油価格（円／千kcal）

実質公的固定資本形成

実質民間住宅投資

紙・バルブ石炭消費量

窯業土石石炭消費量

鉄鋼石炭消費量
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（”OKS　TE

COLNIAK

ELEMA　

C

PAPPLP

IIPI　IA　

K
IIPSTE

∫IPNFE

IIP入1＿x　

c

∬PCHM

IIPPA　

P

∫IPFIB

IIPFOO

IIPOTH

∫∬）AGR

ELEFOO

鉄鋪司コークス消費量

製造業計石炭消費．量

金属機械電力消費量

系氏・バルブ生∫竜｛己

製造業生産指数

鉄鋼業生産指数

非鉄金属生産指数

機械［業生産指数

fヒ’］∫：1二業生∫漿才旨数

紙パルブ生産指数

繊維生産指数

食料品生丙：指数

その他生産指数

農林水産業生産指数

食料品電力消費量

Nii’ENP．4P紙・パルプ新エネルギー消

／∫PCEM

ELEO　TU

CASO　TH

GASCEM
GASSTE

GA　

SNFE

COL　

CHM
ELECE．II

ELESTE
E］LEA；FE

ELE］FIB

ELEPA　

P

ELECH］｛

Z）（▼ハ∫8991

費量

窯業卜石生産指数

その他製造業電力消費量

その他製造業都市ガス消費

量

窯業ヒ石都市ガス消費量

鉄鋼都市ガス消費量

非鉄金属都市ガス消費量

化学1：業石炭消費．量

窯業卜石電ノJ消費量

鉄鋼電力消費量

非鉄金属電力消費呈

繊維電力消費量

紙・バルブ電力消費量

化学Il業電力消費量

1989～91年ダミー

8．2　モデルの方程式

’マクロ経済モデル

9三C‘1）＝＝8428．73＋280729＊（95（？DP＝）＋．462215＊（95（”P；（1））

’　　　　　　　　　（6．44）　　　　（ア．63）　　　　　　　　　　　　　　（6．75）

’　　（）LS　　　（1971－2000）　　　ノ7’2＝．999　　　Sl：）；1，879．16　　　D　1ザ＝1．81

’95∫1）＝＝－591ユ4．ア＋Ar）9915＊（95GIフP＝）一．142975＊（95∫fP＝（1））

’　　　　　　　　　　（－529）　　　　（6．89）　　　　　　　　　　　　（－3．79）

’　OLS　　（1971－2000）　　R＾2＝．944　　S［）＝5236．70　　DI・ザ＝．375

951P＝＝－3二682．7＋．305861＊（95　C；1）P＝）一．033128＊（95ムFP＝（1）＋951ζZ）＃（2））

’　　　　　　　　（－3．30）　　　（4．84）　　　　　　　　　　　　（－1．83）

　　　　　　十　1］066．8＊（1フ［JA　J8991）

　　　　　　（3．55）

’　　（）LS　　　（1972－2000）　　　R＾2＝．969　　S［）＝3，826．45　　1：）ll’＝．88

95A’1）＝＝　1435．58＋．906524＊（951でP＝（1））＋．887008＊（9r）　Jl：）＝）

’　　　　　　　　　（1．17）　　（145．01）　　　　　　　　　　　　　（17．82）
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　　　　　　　　　　　　　日本のエネルギー需給モデル構築とシミュレーション（陽／借平）

’　　（）LS　　　（1971－1999）　　　R’2＝1．　　SI）＝2227．05　　DIザ＝234

951二Y〔≒：＝24559．〇＋9．3アア3こ：≒（τ1「ユ∫）－2671495＊（95P王こY＝／（PEII▼＊EX∫i）））

’　　　　　　　　　（L98）　　（18．57）　　　　　　　　　　（－1．81）

’　　（⊃LS　　　（1970－〕000）　　　R’2＝．924　　　5’D＝3、983．86　　　1）1ザ＝．247

95A∫（7二＝4297．18＋．Ol7671＊（95（了DP＝）－4348．06＊（95∫）ユ∫（一t＝／［ザP∫）

’　　　　　　（1．41）　　（1．93）　　　　　　　　（－2．48）

　　　　　　寸．815227＊（95A∫C’＃（1））

　　　　　　　　（8．53）

1　　0LS　　　（1971－2〔〕｛｝0）　　　R’2＝．973　　　E5’D＝1．737．46　　　1）｜ザ＝L308

95（7Dlつ＃＝95（TP：’＋951∬）±＋95（了G2＝＋95E．Y（7、＝－95．1」「（r’＝

’デフレータ

95PlフG’r＝　10．0763＋．083975；i：（IIひPI）＋．806937＊（951：）〔．’＃（1））

1　　　　　　　　　　（4．64）　　　　（3、11）　　　　　　　　　（40．38）

’　　OLS　　　（1971－2000）　　　R’2＝．99　　　5’D＝1．82671　　　1フIV＝．63

95P王W＃＝－5．20403＋．91298〔｝＊（II’P∫）＋．1　ri　0471＊（E］．YR）

’　　　　　　（－1．04）　（2L14）　　　　　（1522）

’　　OLS　　（1972－2000）　　R’ユ＝，954　　，S’1）＝3．145こ3　　1）II’＝．625

95Pユ∫（一’＝＝－171．370＋1．52749＊（PEII－）＋．707689＊（E．X’R）＋2．64394＊（P（）ILJ（1））

’　　　　　　　　　　（一3．15）　　　（3．57）　　　　　　　　　　（5．52）　　　　　　　　　　（8．38）

‘　　（）LS　　　（1973－2000）　　　R’ユ＝．878　　　SD＝　11．9ア75　　　1）IV＝　1．536

95∫）（o＝＝3．38544＋．075006＊（II－Pl「）＋．889撒28＊（95∫〕〔「＝（1））

’　　　　　　　　（2．41）　　　　（4．30）　　　　　　　　　（68．84）

’　　（）LS　　　（1971一ユ〔〕00）　　　ノ7“2＝．997　　　．S’D＝1．18154　　L）1ザ；．891

11－］こ）∫＝17．8426＋．548：二5＊（95（］1）」⊃ニ／L）＋．383109＊（95P＿V（一〒＝）

’　　　　　　（3．61）　　　（8．96）　　　　　　　　　　　　　　（18．44）

’　OLS　　（1971－20〔｝0）　　∫i　’〕＝．932　　SIフ＝4．18728　　．D［r＝．621

’生産指数・生産量

1∫P＝－20．9089＋．00018〔｝＊（95（亨D1ワ＝）＋．0｛〕03ユ7＊（3］「EEL）

1　　　　　　（－1．78）　　　（27．35）　　　　　　　　　　　　　（3．02）

’　　OLS　　　（1970－2000）　　　R’2＝．961　　　Sl：）＝3．9ユ048　　1）1ザ＝218

STEEL＝103497．4＋2988：6＊（95（；’DP＝）一．309210＊（950DPき（D）＋455．999＊（POIi、．f）

’　　　　　　　　　（18．59）　　　（2．55）　　　　　　　　　　　　（－2．ア0）　　　　　　　　　　　　　　　　（2．91）

　　　　　　－460．7ア6＊（｝）O∫L．J（1））

　　　　　　　（－2．94）

’　　OLS　　　（1976－2000）　　　R’2＝．461　　　SIフ；3，784AO　　　DII’＝2．084
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EllrYLEN＝67．1108＋　17．3869＊（∫∫P）－26r，O．04＊（1）01：LJ／Ii’Pl「）＋．824170＊（EτYLEN（1））

’　　　　　　　　　　　（26）　　　　（3．11）　　　　　　　（－2．85）　　　　　　　　　　　　　　　（10．92）

｝　OLS　　（1971－2000）　　R＾2＝．952　　SD＝305．9689　　1：）IT’＝1．759

（二正「」1∫P工）＝12214．0－107．584＊（∬II））－94000．2＊（PCOL，J／1・ITPI「）＋．719115＊（（7EMP［）（1））

’　　　　　　　　　（3．65）　　（－1．09）　　　　　　　（－2．36）　　　　　　　　　　　　　　　　（6．25）

’　OLS　　　（1972－1997）　　　R＾2；．766　　SL）＝3，974．45　　DH・’＝LOO6

PLPPD＝3569．00＋26．7983＊（∫∬P）－3825．75＊（PO∫LJ／IFP1）＋．501485＊（｝）LPPD（1））

’　　　　　　　　　（3．93）　　　（4．27）　　　　　　　（－3．03）　　　　　　　　　　　　　　　　（4．34）

’　　OLS　　　（19ア2－2000）　　　R＾2＝．846　　SD＝379．2249　　Dlザ＝1．786

’エネルギー価格

PEL　EH＝2．81982＋．888067＊（POIL　．」＃，）＋．825941＊（』）ELEH（1））

’　　　　　　　　　（2．62）　　　（4．54）　　　　　　　　　　　（18．67）

｝　OLS　　（1970－2000）　　R＾2；．945　　SD＝1．51699　　」フi’i’＝1．985

｝）王7LEB＝1．88029＋．888164＊（｝）OI」〔｝」＃）＋．799358＊（」PELEB（1））

’　　　　　　　　　　（2．45）　　　（4．62）　　　　　　　　　　　　　（17．46）

’　　OLS　　　（1970－2000）　　　R＾2＝．944　　SD＝1．44382　　工）i・1’＝2．222

PKERO＝．467639＋．800952＊（｝）0∫LJ＃）＋．351ア04＊（PKERO（1））

’　　　　　　　　　（5．52）　　（17．66）　　　　　　　　　　　　（9．42）

’　　（）LS　　　（1970－2000）　　　」？＾2；．985　　　SI）＝．222061　　　1）1・V＝．838

PA」．4　PH＝．338451＋　1．09489＊（∫）O∫LJ．；）斗．100064＊（P∠～T‘4∫）ff（1））

’　　　　　　　　　（3．34）　　（15．63）　　　　　　　　　　　　（1．79）

’　OLS　　（1970－2000）　　R’2＝．976　　SD＝292231　　L）II－＝1．511

｝）Al「（）（三，4＝4．95219＋1．08365＊（PO∬Lノ耳）＋．316262＊（∫）MOG．4（1））

’　　　　　　　　　（12．58）　　（14．18）　　　　　　　　　　　　（6．91）

’　　OLS　　　（1974－2000）　　　R＾2＝．971　　　SI）＝．391352　　　1）1・T’＝1512

PO∫」L＿－1＝．381059＋．820031＊（PO∫」LJ干）十．300801＊（｝）O∫LA（1））

’　　　　　　　　　　（5．斗1）　　（20．43）　　　　　　　　　　　　　　（8．68）

》　　〔）LS　　　（1970－2000）　　　R＾2＝．988　　　SL）＝．190868　　　ヱフ1ザ＝．837

PO∫LC＝．22r）661＋．7555112‘（PO∫LJ＃）＋273689＊（PO∬LC（1））

1　　　　　　　　（2．31）　　（13．30）　　　　　　　　　　　　（5．04）

1　　0LS　　　（1970－2000）　　　R＾2＝．969　　SD＝．276038　　1）il▼＝1．997

∫）τ（；；2．08004十．863650＊（」）LNG）＋．610321＊（PT（7（1））

1　　　　　　　（5．29）　　　（6．95）　　　　　　　　　　（11．18）

’　　OLS　　　（1970－2000）　　　RJ　2＝．961　　　Sl）＝．608871　　　L）1・V＝1．689

PLA▼（］＝．116858＋、713992＊（｝）OIL，J＃）＋247488＊（PLNG（1））

’　　　　　　　　（2．29）　　（23．36）　　　　　　　　　　　　（758）
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　　　　　　　　　　　　　　日本のエネルギー需給モデル構築とシミュレーション（楊／猪’1勺

’　　〔）LS　　　（1970－2000）　　　R＾2；．989　　SL）＝．147628　　　DIIT＝1．674

，産業部門エネルギー源別消費量

’農林水産業

OIL．4　G17＝－123．607＋L91783＊（∫∫PA（ζR）一ア．93291＊（POIL　．lr）＋．879158＊（O∫L‘4（？R（1））

’　　　　　　　　　　　（－L93）　　　（3、00）　　　　　　　　　　　（－3．49）　　　　　　　　　　　（21．96）

》　　（）LS　　（1970－2000）　　　R°2＝．946　　　Slフ＝17，1045　　　DIV＝2．332

FDA　GR＝OILA　

GR
’建設業

0∫」L（］ON＝19．5233－．000108＊（95∫P二）一．725359＊（PO∫Lノ＝）＋．943593＊（O∫L（竺ON（1））

’　　　　　　　　　　　（LA9）　　　（一．44）　　　　　　　　　　（一．43）　　　　　　　　　　　　（7．14）

’　　（）LS　　　（1970－2000）　　　」？’2＝．88　　　SD＝13．4008　　　ヱ：）IU＝L482

FDCON＝OIL　

CON
’製造業

’（1）食料品

OJLFOO＝68．8513－．5398ユ5＊（11PFOO）一．ア26003＊（1⊃OIL（．）＋．845276＊（OILFOO（1））

’　　　　　　　　　　　（1．79）　　（－1．78）　　　　　　　　　　　　　（一．61）　　　　　　　　　　　　　（7．20）

’　　（）LS　　　（1970－2000）　　　R’2＝．895　　　SD；7．74875　　　DIザ＝2．465

（7ASFOO＝－7．23519＋．099537＊（∫∫PFOO）　一．060758＊（PT（7）＋　LOI422＊（（’ASFOO（1））

’　　　　　　　　　　　（－2．88）　　　（2．81）　　　　　　　　　　　　　（一．99）　　　　　　　　　（53．86）

’　OLS　　（1970－2000）　　Rへ2＝．998　　SD＝．638236　　Dl｛’＝1．891

，E］LEFOO＝－8．63587＋．164790＊（∫lf）FOO）一．119186＊（PELEB）＋．966572＊（五］LEFOO（1））

’　　　　　　　　　　（－126）　　　（1．60）　　　　　　　　　　（－1．69）　　　　　　　　　　（31．17）

’　OLS　　（1970－2000）　　Rへ2＝．997　　SD＝1．26431　　DI・V＝1．759

FDFOOD＝OILFOO＋GASFOOtELEFOO
’（2）繊維

OIL　F∬B＝21．5264－．123996＊（∫IPF∫B）－1．39617＊（PO∫L（竺）＋．986615，i：（O∫L　F∫B（1））

’　　　　　　　　　　（1．34）　　（－1．12）　　　　　　　　　　　（一．56）　　　　　　　　　　　（18．44）

’　　OLS　　　（1970－2000）　　　R’2＝．921　　　SD＝15．9836　　DII’＝1．943

EL　EFJB＝7．33125＋．049255＊（∫IPF∫B）　一．237184＊（PEL　EJB）＋．ア17469＊（EL　EF∫B（1））

’　　　　　　　　　　（1．95）　　　（3．58）　　　　　　　　　　　（－3．44）　　　　　　　　　　　　（5．97）

’　　OLS　　（19：1－2000）　　R＾2＝．798　　SL）＝1．55664　　DIザ＝1　732

FD　TEX＝OIL　FIB＋EL　

EFIB

’（3）紙・パルプ

（70U）．4∫）＝－12．5616＋．001280＊（｝）LPI）1つ）＋．165466＊（｝）（70LJ）＋．966571＊（（二〇LPAP（1））

’　　　　　　　　　　　（一．60）　　　　（．62）　　　　　　　　　　　　　（．46）　　　　　　　　　　（10．19）
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’　　（）LS　　　（1970－1999）　　　R＾2＝．932　　　SD＝5．70400　　　1）1ザ＝2．19

0∫LPAP＝98．5304－．006380＊（PLPPIフ）一ア．13670＊（PO∬L，ノニ：）＋．874709＊（0∫L／〕AP（1））

’　　　　　　　　　　（2．77）　　（－2．3ユ）　　　　　　　　　　（－4．69）　　　　　　　　　　　　（13．96）

｝　　（）LS　　（19ア0－2000）　　　R’2＝，915　　SD＝10．8791　　　DII－＝1．873

G，4SP‘41〔）＝一．957430＋．OOO819＊（PL∫）P［））　一．4987e4’i：（｝）τG）＋．925326＊（（1－1　SP‘－1　P（1））

’　　　　　　　　　　　　（一．09）　　　　　（．89）　　　　　　　　　　　（－1．59）　　　　　　　　　　（10．36）

’　　（）LS　　　（1970－2000）　　　R’2＝．787　　LS”1）＝4．68864　　1）II’＝2．418

V－IFE⊃、▼1⊃，41つ＝ユ6．7688＋．001345E：（｝）LI）∫）D）　＋．598288＊（＿X．－IITE‘、－PAP（1））

’　　　　　　　　　　　　　（2．54）　　　（L48）　　　　　　　　　　　　（6．12）

1　　（）LS　　　（1970－2000）　　　R’2＝．634　　　S［）＝4．50044　　　DIザ＝L702

EL　EPA　1）；－31．0012＋．005621＊（PL∫）PD）＋238035＊（｝）ELEB）＋．712666＊（EL　EI）一一1　P（1））

’　　　　　　　　　　（－3．73）　　　（4．69）　　　　　　　　　　　　（L96）　　　　　　　　　　（11．28）

’　　（、）LS　　　（19ア0－2000）　　　R’2＝．986　　SD＝2．49411　　　DII’＝1．375

FD｝）LPPD＝CO乙PAP＋OILPAP＋GASPAP＋NWENPAP＋ELEPAP
’（4）化学工業

OIL（rH．1∫＝389．354＋．035243＊（Ei「｝°LEN）－35．9378；：：（｝），、’A　PH）＋．676r，84’÷：（0∫L（rH　」∫（1））

’　　　　　　　　　　　（4．：2）　　　（3．03）　　　　　　　　　　　　（－5．51）　　　　　　　　　　　　（9．16）

》　　（）LS　　　（1970－2000）　　　R’2＝．93　　　Slフ＝61．4896　　　L）II’＝　1．643

G‘45’（”HM＝－9．31036斗．002395＊（Eコ「｝コニE．Nつ＋．0：0117＊（Pτ（了）＋．939008＊（（享，－ISCH」／（1））

1　　　　　　　　　　　　　（－2．25）　　　　　（2．64）　　　　　　　　　　　　　（．47）　　　　　　　　（14．81）

’　　（）LS　　　（1970－20eo）　　　ノ子「2＝．988　　　Slフ＝2．44315　　　DII’＝ユ．196

ELECHJ∫＝　101．343＋．Ol3954＊（E］「｝－L　EN）　一．677473＊（PELEB）

’　　　　　　　　　　　（9．57）　　（10．09）　　　　　　　　　　　　　（－6．05）

　　　　　　　　＋．176891＊（EL　ECHM（1））

　　　　　　　　　（2，10）

’　　（）LS　　　（1970－2000）　　　」？“2＝．979　　　SL）＝3．35〔｝70　　　1）II’＝　L撒09

FD　CH］1＝OIL　CHI｛i　GA　SCHM＋EL　

ECHI　i

，（5）窯業土石

C’OL　 CEi　

i＝－1］1．944＋．OO1653＊（（マEMPD）＋159437）バP（”OL．ハ

’　　　　　　　　　　　（－2．43）　　　（2．54）　　　　　　　　　　　　　（1．32）

　　　　　　　　十．879335＊（COI二（TEM「（1））

　　　　　　　　　（14．88）

｝　　（）LS　　　（1970－2000）　　　R’2＝．93　　　SD＝27．6368　　　1フII－＝1．363

（）∫L（「E”．1∫＝136．293－．001037＊（（TEMPD）－18．0294＊（POIL　Jpt）＋．925083＊（OIL（⊃E」∫（1））

1　　　　　　　　　　（2．11＞　　（－1．40）　　　　　　　　　　　（－4．42）　　　　　　　　　　　（20．32）
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　　　　　　　　　　　　　　日本のエネルギー需給モデル構築とシミュレーション（陽／猪’ド）

’　（）LS　　（1970－20｛〕0）　　　R“2＝．948　　SD＝33．9257　　1）IF＝IAr）9

（；，4乏ヲC’E．1∫＝　－L21235＋．0000126＊（（［’Eユ∫1つD）＋．055579：き（1⊃コ「6！）＋1．OIO31＊（0＿45〔三五ll／（1））

’　　　　　　　　　　　（－1．07）　　　　　（．76）　　　　　　　　　　　　　（1．29）　　　　　　　　　（3ユ．43）

’　　（1）LS　　　（19ア0－2000）　　　R－2＝．981　　　SD＝．673586　　　ヱ）ll’＝1．687

E］LE（’EM＝　－2．11815＋．000297＊（〔’E∠1∫／⊃Zフ）　一．007034＊（｝）EL正∫B）

’　　　　　　　　　　　（一．55）　　　（3．67）　　　　　　　　　　　　（一．07）

　　　　　　　＋．711492＊（ELECE）∫（1））

　　　　　　　　　（9．41）

’　（）LS　　（19ア0－2000）　　R’2＝．957　　SD＝2．35300　　Dlt’＝L147

FDCE．M＝C（）L　 CEI　I＋OIL　

CEM－＋

GA　SCE入1＋EL　 E　

CEM
’（6）鉄鋼

（＾’〇五5コ己E＝－34．4569＋．000483＊（STEEL）一．618968＊（PCOL．」）＋1．0］］IO：i：（COLSTE（1））

’　　　　　　　　　　　（一．65）　　　　（．96）　　　　　　　　　　　（一．61）　　　　　　　　　　　（31．68）

’　　OLS　　（1970－20｛〕0）　　　R’2＝．986　　SD＝17．6594　　DII’＝．867

（”OKS　TE＝－470．065十．005669＊（STEEL）－3．64628＊（∫）COL　J）十．929590＊（（7〔）ム’S　TE（1））

’　　　　　　　　　　　（－2．56）　　　（3．03）　　　　　　　　　　　（一．ア3）　　　　　　　　　　　　（6．79）

’　　⊂）LS　　　（1970－2000）　　　R’ユ＝．869　　　5’D＝62．6397　　　1）ll’＝1．059

0∫1二S］「E＝－3ア．0445＋．OOO823＊（S］「EI≡7L）－17．6837＊（PO∫L，ノ＝）＋．940347＊〔OILSTE（1））

’　　　　　　　　　　（一．36）　　　　（．78）　　　　　　　　　　　（－4．00）　　　　　　　　　　　（22．31）

’　　OLS　　　（1970－2000）　　　R’2＝，951　　　SL）＝36．1394　　1）1ザ＝1．67

G∵！　SS　TII］＝－11．2280＋．000111＊（STEEL）＋．061598＊（PTG）＋1．05182＊（（亨．4，S’STE（1））

’　　　　　　　　　　（－1．90）　　　（1．99）　　　　　　　　　　　　　（．52）　　　　　　　　（56．81）

’　（〕LS　　（1970一こ000）　　R＾こ＝．991　　SL）＝1．97118　　1）1ザ＝1．45

EL　E5’：「E＝－9．11010＋．000907＊（STEEL）一．309404＊（PEI二正「B）＋．716ア33＊（EL　ESτ」E’（1））

’　　　　　　　　　　　（一．33）　　　（3．47）　　　　　　　　　　　　（一．87）　　　　　　　　　　　　（921）

’　　OLS　　　（1970－2000）　　　R’2＝．843　　b’D＝9．13043　　1フII’＝1．548

FDS　

TL＝COLSTE＋COKSTE＋OILSTE＋ELESTE＋GASSTE
’（7）非鉄金属

（）IL　NFE＝　13，6377＋．101101’z（∬∫P＾N’FE）－　135．981＊（」つ0∫L（．／ll’1ワ1）

’　　　　　　　　　　（1．22）　　　　　（．95）　　　　　　　　　　　　（一．97）

　　　　　　　　＋．665349＊（O∫L．NJFEJ（1））

　　　　　　　　（4．83）

1　　（）LS　　　（19ア0－2000）　　　1？’ユ＝．503　　　SZ：）＝8．30135　　　［）ll’＝　L411

（了，4SNFE；－3．95471　＋　．〔｝83395＊（U∫二）．X▼FE）　一．060885＊（PTG）　＋．783338＊（G＾－1　S⊥、－1コE（1））

’　　　　　　　　　　（－2．58）　　　（3．12）　　　　　　　　　　　（－1．15）　　　　　　　　　　（9．92＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－39－　　　　　　　　　　　　　　　97



1　0LS　　（1970－2000）　　R＾2＝．976　　SD＝．828561　　1：）↓F＝2．633

EL　EArFE＝32．9444＋．033118＊（∬IP入「FE）－LO4096＊（｝）」ELEB）＋．786672＊（ELE：NFE（1））

’　　　　　　　　　　（3．26）　　　　（．42）　　　　　　　　　　　（－5、81）　　　　　　　　　　　（12．50）

’　OLS　　（1970－2000）　　R＾2＝．926　　SD＝5．22443　　ヱ）Ur＝1．99

FDNFME　T＝OIL　NFE＋GASNFE＋EL　

ENFE
’（8）金属機械

OILMA　O＝6、54533－，039853＊（∬1∬））　＋．901909＊（∬）OIL　O）　＋．903271＊（OILAf［4（］（1））

’　　　　　　　　　　　（．34）　　　（一．36）　　　　　　　　　（．77）　　　　　　　　　　　　（6．71）

｝　OLS　　（1970－1999）　　R＾2＝．731　　Sl）＝9．31963　　ヱ）il」＝1．956

0A　SA」L40＝－1．09695＋．009049＊（lll））＋．157923＊（｝）TG）＋LO4134＊（GA　SA」［4（7（1））

’　　　　　　　　　　　　（一．20）　　　　（．08）　　　　　　　　　（．54）　　　　　　　　　　（9A9）

’　OLS　　（1970－1999）　　R＾2＝．968　　SD＝3．93529　　1）1・1・J　．2．196

i≡7」〔、Eλ∫A　O＝－33．7228＋　1．04824＊（1∫1））一．392688＊（｝）ELEB）＋．782061＊（E、LEMA　O（1））

1　　　　　　　　　　　（－5．28）　　　（6．31）　　　　　　　（－2．02）　　　　　　　　　　　（22．03）

’　　（）LS　　　（1970－1999）　　　R＾2＝．997　　SD＝4．52453　　DU・’＝1．482

FI），IL4　C＝OIL　，IL4　C＋G．IX　SMA　C＋ELEMA　C

’（9）その他の製造業

OIL　O　TH＝77．3758－7．14929＊（POIL　J＃）＋．894295＊（OIL　O　TH（1））

’　　　　　　　　　　　（3．20）　　（－2．22）　　　　　　　　　　　　（17．03）

’　　OLS　　（1970－2000）　　　R＾2＝．906　　Sl）＝27．0892　　1）τF＝2ユ84

正7L」E：OTH＝112489－．157015＊（PELEB）＋．986634＊（ELEO］「H（1））

’　　　　　　　　　　　（3．61）　　　（一．87）　　　　　　　　　　　（50．81）

1　　（）LS　　（1970－2000）　　　R＾2＝．992　　3D＝4．92852　　Dlザ＝L806

（］ASOTH＝3．00014－．062111＊（」）TG）＋．923609＊（（］ASOTH（1））

’　　　　　　　　　　　　（．66）　　　（一．16）　　　　　　　　　（IL56）

’　OLS　　（1970－1999）　　R’2＝，822　　SD＝650231　　ヱ）1・lt＝2．353

FDEXMA　N＝OIL　

O［1］H＋ELEOTH　＋GASOTH

’製造業計

COLMAK＝COLPAP＋COL　

CEM＋COLSTE

O玉LMA　K＝OILFOOキOILFIB＋OILPA　 P＋OIL　CHI　1＋OIL　

CEM＋OILS［FE

　　　　　　　＋OIL　NFE＋OIL　M．4　C＋O∫L　O　TH

GA　SMAK二GASFOO－v　GASPA　 P＋GASMA　C＋GASCHI｛→－GAS（1EM＋GA　

SSTE

＋GA　

SNFE＋GASOTH

NWENMAK＝NWENPAP

EL　EMA　K＝ELEFOO＋EL　EFIB＋ELEPAP＋ELECHM＋EL　 ECEM＋ELES　

TE
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　　　　　　　　　　　　　　口本のエネルギー需給モデル構築とシミュレーション（陽／猪’ド）

　　　　　　　　＋，EL　E］AJFE＋E］L　EAL4　C＋ELEO　Tfl

FDMA　N＝FDFOOD＋FD［1］EX＋FDPL　 PPD＋FD　 CHI　1＋FD　

CEM＋FDSTL

＋FDNFME　T＋FDMA　C＋FDEXMA　

N
’産業部門計

OILIND＝OILMA　K＋OILAGR＋OIL　

CON
∠V（］∬Arl：）＃＝37．6245－．301770＊（JIP）－593036＊（P」乙＿VG）＋．671736＊CVG五VD＃（1））

’　　　　　　　　　　（2．83）　　（－2．80）　　　　　　　（－1．42）　　　　　　　　　　　（6．30）

’　　OLS　　　（1970－2000）　　　R＾2＝．975　　　SD＝3．10150　　　1）Ll’＝2，13ユ

FDIND＝COL　
I　fA　K＋COKS　TE＋OIL　IND＋NGINID±キGA　

SMAK＋NWENMAK
＋ELEMAK

’民生部門エネルギー源別消費量

’家庭用

0」乙PL）HO＿V＝－113．170＋．001103＊（95（竺P＃）－341．436＊（｝）KER　O／951）1フG＃）

’t－value　　　　　　（－1．29）　　　（2．88）　　　　　　　　　　（一．93）

　　　　　　　　　⊥．175974＊（『4ユ∫）＋．572611＊（OL1：）工）H「0ユ∫（1））

　　　　　　　　　　　（2．69）　　　　　　　　　　　（4．10）

’　　OLS　　　（1970－2000）　　　R＾2＝．949　　　SI：）＝32．0978　　　ヱ）レザ＝2．048

GA　SHO，｝∫＝－476265＋．000472＊（95（］1）P－＃）＋．004839＊（POPT）

’　　　　　　　　　　　　（－6．68）　　（10．55）　　　　　　　　　　　　　（6．60）

’　　OLS　　　（1970－2000）　　　R＾2＝．992　　　Sl）＝7．47928　　　1）↓1’「＝1．698

王］LEffOM＝1874．90＋．007299＊（95Cl）＃）一．023612＊（1）01）T）－14．8288＊（｝）E］LE］H）

’　　　　　　　　　　　（2．42）　　　（ア．22）　　　　　　　　　　（－2．77）　　　　　　　　　　（－3．90）

　　　　　　　＋35．ア383＊（PTG）

　　　　　　　　　（3，85）

｝　　（〕LS　　　（1970－2000）　　　R＾2＝．99　　　SD＝23．1049　　　DIザ＝．916

NIVENHOI∫＝1．53096＋．964015＊（A－ll－E＿～「HO，1∫（1））

’　　　　　　　　　（．91）　　（21．25）

’　　OLS　　　（1971－2000）　　　1ぞ＿2＝．94　　　SD＝2．87031　　　DIザ＝1．016

FDHOIf＝OLPDHOM＋GA　 SHO）1　＋EL　

EHOM＋NWENHOI　｛
’業務用

OLP［）B　US＝129．241－9．88410＊（∫）OIL　A）＋．866846＊（OLPI）B　Us（1））

’　　　　　　　　　　　　（4．98）　　（－2．76）　　　　　　　　　　（2126）

’OLS　（1966－2000）　　R＾2＝．931　SD＝35．3066　DIV＝1．ア92

］「（］B　［・TS＝225188＋．0000126＊（FLRB　CJS）－60．6198＊（∫）T（亨／↓Ti’1）∫）

’　　　　　　　　　　（．46）　　　　　（．94）　　　　　　　　　　　　（－1．32）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－41－　　　　　　　　　　　　　　　99



　　　　　　＋969768＊（T（ζB｛－S（1））

　　　　　　　（12．07）

’　OLS　　（1971－2000）　　R’2＝．997　　SD＝2．90321　　L）IV；2．29

ELEB［’S＝－261．792＋．000844＊（FLRB〔’S）－1216．24＊（｝）ELEB／IIア∫）

1　　　　　　　　　（－24．56）　　（85．33）　　　　　　　　　　　（－14．46）

’　　OLS　　　（19ア0－2000）　　　ノ？＾2＝．997　　　SD＝12．8107　　　DIザ＝1．599

，XJ　1ザEAJB〔US＝13．0292＋1．03017＊（、VIVE∠VB　FS（1））

’　　　　　　　　　　　　　　（3．24）　　　　　　　（116．35）

’　OLS　　（1966－1999）　　R’2；．998　　SD＝12．6295　　ヱ）1ザ＝2．236

FDBUS＝OLPDBVSキTGBUS＋ELEBUS
FLRB｛▼S＝－31912．2＋3．02546＊（95　Gl：）1）＃）

’　　　　　　　　　　　（－1．05）　　（39．22）

’　OLS　　（1970－2000）　　R’ユ＝．981　　SD＝46，218．O　　DII－＝．246

’運輸部門エネルギー源別使用量

’旅客用石油製品計

Ol二PD　TRA＝314．43〕＋．0ユ5180＊（CARHLD）－972．079＊（PM（）GA／95P1：）G＝）

’　　　　　　　　　　　　　（6．08）　　　（2．80）　　　　　　　　　　　　　（－5．14）

　　　　　　　　　＋．391939＊（OLPL）］「R‘4（1））

　　　　　　　　　　（1．90）

’　　OLS　　　（1970－1999）　　　R’2＝．998　　　SD＝24．6292　　　1）IV＝　1231

C’－4R正fLl）＝8878．77－．073100＊（PO1〕コ「）　＋1．04557＊（〔14RHL五）（1））

’　　　　　　　　　　　（1．92）　　（－1．67）　　　　　　　　　　（4r，．26）

’　　（）LS　　　（1971－1999）　　　R＾2＝．998　　　51：）＝476．3760　　　1：）ll『＝．456

’貨物用石油製品計

（）LPDFRE＝ユ63．706寸．OO1865＊（TR〔一（一’K）－637．779＊（P．1∫O（？．－1／95PD（了＝）

’　　　　　　　　　　　　（5．61）　　　（1．0〔｝）　　　　　　　　　　　　（－4．13）

　　　　　　　　＋．828203＊（OL∬）DF1子E（1））

　　　　　　　　　（17．44）

’　　OLS　　　（1971－1999）　　　R’ユ＝．986　　　SD＝2L131ユ　　　DII’＝　L448

7’R［一〔’A－＝66｛〕．393＋．OO5853＊（POIワτ）＋．944ユ54＊（］「R［一（f’K（1））

’　　　　　　　　　　（．ll）　　　　（．10）　　　　　　　　　　（13．36）

’　〔）LS　　（197ユー1999）　　R’2＝．99　　SD＝470．7088　　ヱ）1ザ＝、165

’運輸部門電力計

ELETR」⊃＝9．44873＋．0000434＊（95（7」DP＃）＋．595279＊（E」ruETR∬）（1））

’　　　　　　　　　　　（5．58）　　　　（4．27）　　　　　　　　　　　　　（6．75）
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　　　　　　　　　　　　　　日本のエネルギー需給モデル構築とシミュレーション（楊／猪’の

’　　（）LS　　　（1c）70－2000）　　　R＾2＝．993　　S！）＝LOO765　　　DLI▼＝1．816

1J－D　TRP　＝OLPD　TR，4＋OLPDFRE＋ELETRP

’最終需要計

FDCOL＝COLAIAK＋（”OKI　TE

FDOIL＝OILIND＋OLPDHOM＋OLPDBじSキOLPD　

TRA＋OLPDFRE

FDGAS＝GA　

SMAKキGA．SHO］1＋TGBI．’S

FDELE＝ELEMAKキELEHOM＋ELEB　 US　t　

ELETRP

FDNWEN＝N“’EN．XIA　 K＋NWENHOM＋NWENB　

US

’最終エネルギー消費計

FDFIN＝FDIND＋FDHOM＋FDB　 US＋FD　

TRP
’エネルギー転換部門

’発電部門

｝）（°ELET＝　15．3464＋．990114＊（FDELE）

’　　　　　　　　　　（1．12）　（160．95）

’　　（、）LS　　　（1965－2000）　　　R’2＝．999　　　SIフ＝30．ア659　　　DII’＝．208

P｛’ELET＝＝ユ斗ユ．6］6＋こ．494ユ4＊（PC▼ELEi「）

’　　　　　　　　　　　（29．68）　　（606．73）

’

　　（）LS　　　（1965－1995）　　　ノ？＾2＝1．　　　SL）＝16．3ユ05　　　1）II’＝，63二

COLE」L五’（’1＝－81．7264＋．018376＊（PUELET：）＋1．Ol814＊（（“（〕LELEC（1））

’　　　　　　　　　　　　（－3．00）　　　（2．80）　　　　　　　　　　　　　　（25．89）

’　　（）LS　　（1966－2000）　　　R’2＝．978　　SL）＝54．3689　　1フIV＝．803

（r’O／s’ELEC＝16．7852－．OOO268＊（1）〔『ELE］「＝）＋．9345二7＊（COKEL二EC（1））

’　　　　　　　　　　　　（3．28）　　　（一．15）　　　　　　　　　　　　　　（17．02）

’　　（）LS　　　（1966－2000）　　　R＾2＝．973　　　SL）＝　10．こ032　　　DIザ＝　126ア

OILE」LE（7＝147．898－．OI6アア6＊（1：）｛’ELET；．）＋．918048＊（〔，）∫LELE（f’（1））

’　　　　　　　　　　　　（ユ．62）　　（－L73）　　　　　　　　　　　　　　（13．03）

’　　（〕LS　　　（1966－2000）　　　R＾2＝．841　　　Sヱ：）＝104．389ア　　　DII“＝1．699

0LPDELE（．＝37ア．607－．〔〕40779＊（｝）UELE］T二）＋．863617’i：（OLPIフELE］（”（1））

’　　　　　　　　　　　　　（357）　　（－3．54）　　　　　　　　　　　　　（1557）

’　　（）LS　　　（1966－2000）　　　R’2＝．909　　　SD＝124．5275　　　D　Iザ＝1．916

，N．「（ζEL五二（］＝－173．072＋　．069612＊（1：）｛←EL五7］「＃i）　＋．830820＊（▲V（亨E．LEC（1））

’　　　　　　　　　　　（－1．37）　　　　（1．95）　　　　　　　　　　　　　　　（9．33）

1　　〔）LS　　　（1971－2000）　　　1？’2＝．991　　　Sヱ：）＝63．3178　　　Diザ＝1．372

P［’N〔．＝－222．688＋．08761ア＊（｝）UELETニ）＋．853556＊（｝）｛▼．V〔一（1））

’　　　　　　　　（－2．31）　　　（3．09）　　　　　　　　　　　　　（15．92）
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1　　（：）LS　　　（1966－2000）　　　R＾2＝．993　　　SI）＝86．6634　　　ヱフLAP・．＝1．5

’都市ガス生産

TGTG＝－53．2674＋1．07313＊（Fl）（；AS）

’　　　　　　　（－15．82）　　（188．62）

’　　（）LS　　（1965－2000）　　　R＾2＝．999　　Slフ＝8．71559　　［）IV；．349

！　GT（亨＃＝－205．646＋LOO726＊（TGTG）

’　　　　　　　　　（－47．58）　　（148．86）

’　　OLS　　　（1971－2000）　　　R＾2＝．999　　SI）＝9．14091　　ヱ）IV＝．925

’コークス生産

（フOKCOK＝195，746＋241350＊（COKS　TE＋　OOKELE（］）＋．642953＊（（70KOOK（1））

’　　　　　　　　　　　（2．87）　　　（3．00）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9．19）

’　　OLS　　　（1966－2000）　　　R＾2＝．902　　　Slフ＝68．1146　　1）iV＝1．349

LOS（三〇』（r＝－109．700＋．654668＊（LOS（70K（1））

’　　　　　　　　　　　　（－3、39）　　　　（6．39）

’　　（1）LS　　　（1966－2000）　　　R＾2＝．54　　　SD＝32．8090　　　1：）1ザ＝1．527

（rOL（］OK（r＝464．155＋．546549＊（COK（70K＋LOS（70K）＋．491972＊（（］OL（70K（ひ（1））

’　　　　　　　　　　　　　（4．27）　　　　（2．55）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．95）

’　　OLS　　　（1966－1999）　　　R＾2＝．861　　　Sl：）＝100．4985　　DUγ＝．891

’石油精製

OILREF＝－46．7592＋1．11614＊（FI）01：L－PDPT＋　OLPI）ELE（7）

’　　　　　　　　　　　（一．59）　（104．33）

’　　OLS　　　（1965－2000）　　　R＾2＝．997　　　SD＝97．2376　　　ヱ：）1ザ＝．975

’一次エネルギー国内供給計

（二〇．4L＝－2586．31＋　1．35329＊（FDOOL＋　COLELE（7＋　（70L（］OK（撒）

’　　　　　　　　（－9．25）　　（20．42）

1　　（）LS　　　（19ア0－2000）　　　Rへ2＝．933　　SD＝150．0329　　Dll「＝．74

0∫L＝　178．838＋．996253＊（OILREF＋　O∫LE」LEC）

’　　　　　　　（2．48）　　（122．13）

｝　　OLS　　　（1965－2000）　　　R“2＝，998　　Sl）＝92．8538　　1）1万＝289

NG＝8Q　1　i48キ．99◎911＊（NGELEC＋NGTG＃〉

’　　　　　（17．64）　　（342．09）

’　OLS　　（1965－2000）　　R－2＝L　　　SD＝17．1763　　1）1ザ＝2．001

UI：）＝71．2257＋．956541＊（Pし・「HI））

、　　　　　　（3．75）　　　（38．00）

1　　（）LS　　　（1965－2000）　　　R＾2＝．976　　　SI：）＝11．2711　　　Dじザ＝．515
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日本のエネルギー需給モデル構築とシミュレーション（楊／猪’F）

．TNT（！▼＝1．41458＋1．00325＊（1フ（TN〔←）

’　　　　　（2．01）　　（2315．65）

1　　C）LS　　（1965－2000）　　R＾2＝1．　　SD＝2．76736　　D｜ザ＝．75

TOTAL＝COAL＋OIL＋PDPT＋NG＋HD＋NU＋NEW
’CO2排出量

1）」rSCO2＝　（1．0062＊（rOAL＋0．7811＊（0ノ「L＋1）」〔：）P］「－0．8＊FD（’HAノ「）

　　　　　＋0．5639＊AJG）＊23．889／1000
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